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消費税引上げ分に係る地方消費税交付金の使途状況

（単位：千円）
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　平成26年4月1日より、消費税率（国・地方）が5％から8％（うち地方消費税率については1％か
ら1.7％）へ引き上げられ、また、令和元年10月1日からは8％から10％（うち地方消費税率につい
ては1.7％から2.2％）へ引上げられました。引上げの趣旨は、主として今後も増加が見込まれる
「社会保障4経費」（年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要
する経費）の財源確保にあることから、その使途については地方税法により、「社会保障施策に
要する経費」に充てるものとされています。庄内町における地方消費税交付金の令和元年度決算
額は3億5,701万4千円であり、そのうち「社会保障施策に要する経費」に充てるものとされている
額は1億6,224万1千円となりました。
　一方、「社会保障施策に要する経費」の事業費総額は22億9,829万6千円となりました。これら
の事業に対し、地方消費税交付金のうち「社会保障施策に要する経費」とされた1億6,224万1千円
を充当し、財源確保を図りました。


